
9,767 2,209

9,767 60

501

1,647

6,505 60,000

6,505 60,000

土 地 6,505

建 物

構 築 物 62,209

工 具 器 具 備 品

△ 45,936

10,000

△ 55,936

△ 55,936

△ 55,936

    （内当期純利益）  　　 (2,530)

△ 45,936

16,273 16,273
（注）１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

　　　２．有形固定資産減価償却累計額 173,141千円

貸　借　対　照　表
（２０２４年２月２９日現在）

資　　 　産 　　　の　 　　部 負　債　及　び　資　本　の　部

科　　　　　　　　目 金　　額 科　　　　　　　　目 金　　額

千円 千円

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金 未 払 金

未 払 費 用

利 益 剰 余 金

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

そ の 他 固 定 負 債

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

　その他利益剰余金

繰越利益剰余金

純 資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

株 主 資 本

資 本 金



（会計方針に関する事項）

　　１．重要な減価償却資産の減価償却の方法

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

　 ただし、１９９８年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）、並びに

２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を

採用しております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

　 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

　　２．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

個　別　注　記　表

鹿島鉄道株式会社


